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●巻頭言 

久保田一［鹿児島県土木部長］ 

●特集 座談会 用地行政における今後の国・地方連携について 

伊藤一則［栃木県県土整備部参事兼用地課長］ 

小谷野雅夫［川越市建設部長］ 

吉野稔［杉並区都市整備部土木担当部長］ 

藤川眞行［全国用対連事務局長（国土交通省関東地方整備局用地部長）］ 

●補償事例 

履行期限を過ぎても土地を明け渡さない契約者に対して建物収去・土地明渡請求訴訟を提起した事例 

栃木県県土整備部用地課 

店舗・共同住宅を分割構外構内に移転補償した事例 

大阪府土地開発公社 

●寄稿 

 家事事件手続の活用による相続人確定と用地取得について 

独立行政法人水資源機構川上ダム建設所 

●収用Ｑ＆Ａ 

土地の管理者の意見書が得られない場合の事業認定庁における留意点について 

国土交通省総合政策局総務課土地収用管理室 

●グラビア・事業概要紹介 

香東川総合開発事業 椛川（かばがわ）ダム 

香川県高松土木事務所椛川ダム建設事務所 

●自治体通信 

女性長寿日本一と世界遺産中城城跡の村 

沖縄県北中城村 

●Interview 用地ぴーぷる 275 

菅原栄吉［岩手県土地開発公社用地課長］ 

●連 載 用地職員が知っておきたい不動産登記簿の見方【第７回】 

山田猛司［全国公共嘱託登記司法書士協会協議会会長］ 

●平成 27年度補償業務管理士試験問題の解説と解答【８】専門科目（機械工作物部門） 

用地補償実務研究会 

●2016年度 年間総目次 

●用対連の動き・用地国債の利子支払額に係る利率の推移・修正率算定指数表［土地収用法第 71条］ 

●編集後記 


